







































投票行動等に関する意識調査」(平成 24 年 12 月 16 日












































































実施選挙(国政選挙) 執行日（投票日） 有効投票数 参加学校数
第43回衆議院総選挙 2003年11月9日(日) 2,009 7 
第20回参議院議員選挙 2004年7月11日(日) 3,658 22 
第44回衆議院総選挙 2005年9月11日(日) 6,099 42 
第21回参議院議員選挙 2007年7月29日(日) 8,215 40 
第45回衆議院総選挙 2009年8月30日(日) 4,544 20 
第22回参議院議員選挙 2010年7月11日(日) 5,673 22 
第46回衆議院総選挙 2012年12月16日(日) 5,721 29








































　 自民 公明 民主 維新 共産 みんな 社民 生活 大地 グリーン みどり風 幸福 有効票小計
実際
結果 18,460,404 7,568,080 7,134,215 6,355,299 5,154,055 4,755,160 1,255,235 943,836 523,146 457,862 430,673 191,643 53,229,608
実際
割合 34.7% 14.2% 13.4% 11.9% 9.7% 8.9% 2.4% 1.8% 1.0% 0.9% 0.8% 0.4% 100.0%
模擬
結果 4,198 529 1,942 807 530 1,253 310 155 101 215 318 250 10,608 
模擬
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じで、他国でも同様のようである。
もちろん、未来の有権者は実際の有権者と異なり、
実世界において責任ある立場で生活しているとは言い
難く、模擬選挙の投票結果が自分たちの生活に反映さ
れるわけではない。そのため、ある程度は“希望”的
な投票行動につながっている面もあるであろう。ま
た、未来の有権者は労働組合や宗教団体といった“組
織”に関わっているわけでないため、そうした組織に
おける行動に左右されないために、実際の選挙結果と
異なる部分もある。こうしたことを差し引いても、実
際の選挙結果と模擬選挙の結果がほぼ同じということ
は、未来の有権者の判断は、“おとな社会の縮図”とも
言えよう。実際、地域別の投票結果を見ると、たとえ
ば北海道の場合は「新党大地」の得票数が他地域より
も圧倒的に多かったり、自民党や民主党の現職が強い
地域の学校での模擬選挙の結果はおとなと同じ傾向に
なるなど、地域性が表れている。
3)　実践記録、先行研究の分析
学校における模擬選挙においては、①教員による事
前学習を重視する実践と、②生徒の裁量に任せ事前学
習を重視しない実践、に大別できる。
①の例としては、新潟市立五十嵐中学校(当時)の後藤
雅彦教諭による実践9、立命館宇治中学高校の杉浦真理
教諭による実践10、玉川学園中学高校の硤合宗隆教諭に
よる実践11などがある。
後藤実践は、「調べ学習」を丁寧に行ない、以下のよ
うに投票を含めて全8時間かけているものである。
1時限：生徒の政治意識に関する実態調査①
2時限： 衆議院議員選挙のしくみ（選挙の問題点、一
票の重み、18歳選挙権）
3時限： 政党の意義と働き（立候補予定者の顔ぶれ、
各政党と党首）
4時限：各政党のマニフェストの調査
5時限： 選挙報道を見る（各政党第一声、地元候補者
の訴え）
6時限：模擬投票の注意＆投票
7時限： 模擬投票の結果発表＆実際の選挙結果との比
較
8時限： 生徒の政治意識に関する実態調査②（模擬選
挙を終えて）
後藤実践ほど事前学習に時間をかけずとも、時の政
策課題を学んだ後に各政党に質問状を送付し、その回
答を基にしてディスカッションを行って投票する(杉浦
真理実践)、選挙公報を見て「気づいたこと」「疑問に思
うこと」を5 ～ 6人のグループで意見交換した後にクラ
ス全体で意見交換を行い投票(硤合実践)、という実践が
行われている。
また、②の実践例としては、授業で選挙制度の説明
を行い新聞の選挙報道特集などを各クラスに張り出し、
生徒に主体的に模擬投票所(社会科室などに臨時で設置)
に投票に来てもらう(松田実践12 )、選挙説明と各党党首
第一声をまとめた社会科通信(プリント)を配布して、学
校の選挙管理委員会や生徒会役員などに模擬投票所の
運営を任せる(杉浦正和実践13 )、というものがある。
①の場合は、丁寧に取り組む一方で授業時間の確保が
不可欠となるため、突然の解散→総選挙という場合に
準備が間に合わないという課題がある。また②は、生
徒の自主性に任せるとはいえ、授業内やHRなどで模擬
選挙の実施を呼びかけないと投票率が上がらない、と
いう側面もある。
また、模擬選挙が行われるのは「政治」を扱うとい
うこともあり、社会科系の科目(特に、中学公民、高校
の政治経済など)が多いが、「時事英語」の時間に英字新
聞を読み取らせる中で模擬選挙を実施したり、担当す
る受け持ちクラスのホームルームで実施したり、放課
後に生徒会中心で行うなど、特定の教科に限られての
実施ではない。
いずれの場合もそれぞれの学校の状況や選挙の時期
によって左右されるが、模擬選挙は、「自分で考え、自
分で選択する」という、民主主義にとってはなくては
ならない機会を創出している。14
「実際に投票を行うので、生徒の合理的な意思決定力」
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を養い、「リアルな国政選挙と連動した取り組みである
からこそ、『学校知』を超えた『社会知』として、主権
者になることを感じ」15、模擬選挙を通して自分が主権
者だということを自覚する。
「主権者としての視野や洞察は、20歳になって突然
与えられるものではな」く、「地域や国を自分の視点
から見る目は、ある程度、教育の営みから与えられる
べき」16ものである。だからこそ、子どもが民主主義や
政治の仕組みを学ぶ「未成年“模擬”選挙」は、まさ
に成熟した市民社会を未来の有権者が築くために重要
な機会だと言えよう。
２　未成年“模擬”選挙の役割と課題
1)　子ども時代から主権者意識を醸成し、
自己を肯定する
日本の若者の現実として、「政治」について友達同士
で話すということは「ダサイ」「マジメ」「変な奴」と
受け止められるのが当然で、政治的な発言を行うこと
によって、ネット上で一方的に非難されることも起こ
る17。
しかし、模擬選挙を実践されている先生からは、「若
年層(有権者)の選挙に対する無関心な態度が問題になっ
ているがこのような若い時期から教育として考える事
は非常に重要で大切であると実感できた」(中学教諭)、
「『選挙権が早くほしい。投票に参画したい』旨の意見
が多数出た。「社会科」の授業だけではなく、様々な角
度により、他教科に渡って切り込んでいっても興味深
いと感じた」(高校教諭)といった声が、毎回、上がって
きている。
「政治について話す」だけであれば、模擬選挙ではな
い授業でもできるが、模擬選挙は政治について話すだ
けではなく、成績に関係なく最後に、自分の意志で選ぶ。
そして自分が選ぶ立場にいることを自覚する。「この一
票で日本が変わるかもしれない」と思い、中学生が必
死に悩む。実際の選挙結果に何の影響力をもたない文
字通り「模擬の選挙」にも関わらず、誰の名前を書こ
うか、どの政党を選んだらいいのか、投票用紙を前に
して30分以上悩む高校生もいる。
未来の有権者である子どもたちが生の政治を身近に
感じ、政治リテラシー (政治に対する判断力や読み解く
能力)を高めていくことは、学校現場でも求められてお
り、「若者が政治に完全に背を向ける前に、政治を直視
する次代を担う国民に育て上げることが求められてい
る」18のである。
18歳選挙権が現実のものになろうとしている中、「子
ども」だからといって特別な教育をするのではなく、「子
どもを市民として育てる」ためにも、将来を担う子ど
もたちに対し、主権者としての自覚を促し、主権者で
あるという自己を肯定できるようにし、将来への責任
を自覚するために必要となる知識と判断力、行動力の
習熟を進める政治教育を充実させることは、早急に取
り組むべき課題であるのは言うまでもない。
2)　模擬選挙によって政治への関心
が高まる
模擬選挙の実施を呼びかけている模擬選挙推進ネッ
トワークでは、模擬選挙実施後の2013年10月中旬～ 11
月上旬にかけて、10代を対象とした世論調査「10代の
世論調査2013」を実施した。世論調査には小学5年生～
高校3年生までの1052人が回答を寄せた19。なお、1052
人のうち、参院選の模擬選挙に参加(投票)したのは529
人(50.3％ )である。
「参院選前に日本の政治に関心があったか」という問
において【関心はなかった＋あまり関心はなかった】
が45,2％、【関心あった＋少しあった】が34.7％であった
が、「参院選後に日本の政治に関心を持ったか」という
問においては、【関心をもたない＋あまり関心をもたな
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い】が28.4％と16.8ポイント減、【関心をもった＋少し関
心をもった】が45.5％と10.8ポイント増であった。社会
が注目しているニュースには10代も関心を持つという
ことが分かる。
また、「参院選の模擬選挙で投票したか」と「参院選
後に日本の政治に関心を持ったか」のクロス集計によ
ると、【模擬選挙で投票しなかった／政治に関心をもた
なかった】13.2％に対し、【模擬選挙で投票した／政治
に関心をもった】は24.1％と、10.9ポイントの差があり、
模擬選挙で投票した未来の有権者は、その分、政治へ
の関心度が高いといえる。
さらに【参院選前に日本の政治に関心がなかった／
あまり関心がなかった】476人(45.2％ )のうち、【模擬選
挙で投票した／参院選後の政治に関心をもった／少し
関心をもった】は88人(8.4％ )と、模擬選挙で投票する
ことにより、政治への関心を高めている。
さらに、明るい選挙推進協会が2009年に実施した「第
3回若い有権者の意識調査」(2010年1月公表)において若
年層の政治への関心度を問うたところ、高校までの学校
の授業で政治や選挙について学んだことある人(60.1％ )
のほうが、ない人(34.6％ )よりも高い、という結果となっ
ている。
つまり、子ども時代に“生の政治”を身近なものと
意識する機会があるかどうかで、政治への関心度に差
が生じるといえる。これは、前述した加須市選挙管理
委員会が実施した「選挙投票行動等に関する意識調査」
における「投票率向上のためには、政治や選挙に興味
を持たせるような教育に力を入れるべきである」との
回答が多かったことの裏返しでもある。
3)　模擬選挙の役割
ここまで見てきたことを踏まえ、「未成年“模擬”選挙」
の役割は、以下のように整理できる。
　(1) 政治への興味を深めるきっかけ
マニフェストや政策を調べるうちに、国や地域の
政治や現状、そして未来について考えるきっかけ
となり、現実政治の理解を深める生きた教材となる。
　(2)投票で民主主義や政治を体感する。
実際に一人に決めて投票するのは難しくて大変だ
が、だからこそ、国民としての役割を実感し、よ
りよき国民、参加する市民としての意識が高まる。
　(3)意思決定を学び政治への関心が深まる
自分は何を大切にし、どう政治を変えたいのか。
子ども自身の身近な視点や問題点を明確化し、ど
のように意思決定するのかを学び、政党や政治家
の実態が見えて関心が持てるようになる。
　(4)将来的な投票率増加と家族地域への増加効果
若者の低投票率は政治不信の現れで民主主義を形
骸化させているが、模擬選挙で現実の選挙の重要
性を知れば、若年層の投票率向上に役立ち、家庭
や地域で若者が選挙について話をすることで、家
庭や地域でも投票率を上げる効果が期待できる。
このように模擬選挙は、投票することだけが目的で
はなく、投票するために考える機会を設けることに意
味がある。模擬選挙の結果は実際の政治に影響を及ぼ
さないが、未来の有権者はそれこそ「本当の一票」の
ように考え、投票用紙を前に悩み、一票を投じる自分
を認識することで、自分も主権者なのだと実感し、ゆ
くゆく有権者となることを意識していく。つまり、自
己の存在を肯定的に受けとめることができるようにな
るのである。
３　シティズンシップ教育における
未成年模擬選挙が果たす役割
1)　子ども時代からの主権者意識の育み
筆者は、オバマ大統領が当選した2008年のアメリカ
大統領選挙の時にニューヨークとワシントンの幼稚園、
小学校、中学校、高校の8箇所を訪問し、全米で700万
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人以上が参加する模擬選挙を視察した。視察して驚い
たのは、5歳は5歳なりに、13歳なら13歳なりに考え判
断し、あたりまえのようにアメリカの子どもは模擬選
挙に参加していたことである。「子どもだから判断でき
ない」ではなく、「子どもの視点で判断する」という立
場で子どもと向き合っており、模擬選挙の可能性を改
めて感じた。アメリカにおいては、自分が主権者だと
いう自覚を促し、将来への責任を自覚するために必要
となる知識と判断力、行動力の習熟を進める場が、子
ども時代から創られていた。
翻って日本において、現実に起きているできごとを
学校現場で学ぶことができずに、果たして“生きる力”
は身につくのか。
「中学生・高校生の生活と意識－日本・アメリカ・中
国・韓国の比較－（2009年2月）」20によれば、【あなたは
自分自身をどう思うか(社会のことはとても複雑で、私
が関与したくない)】という設問に対して、【そう思う・
まあそう思う】と答えた日本は48.7％に対し、アメリカ
33.5％、中国26％と、日本の中高生の過半数近くは社会
との関わりを避けている。
子ども時代から主権者としての自覚と責任を抱き、
シティズンシップ(市民性)を育むためには、模擬選挙を
はじめとした教育環境を積極的に整えていくことが不
可欠である。前述したように生の政治について身近な
場面で話し合ったり考えたりすることで、政治を身近
に感じるように育つのであり、そうした環境を未来の
有権者は必要としている。そもそも「市民社会」とい
うものはそのための取り組みがされる社会であろう。
「はじめに」で述べたように、約30年前から「政治教
育」「有権者教育」の必要性が認識されていたにも関わ
らず、30年経過した今においても若年層の低投票率が
改善せず、若者の政治への関心が高まらないという状
況は、投票に行かない若者に原因があるというよりも、
子ども時代から政治を身近に感じる環境を用意してこ
なかったおとな側にあるのである。
2)　「生の政治」を学校教育で扱うこと
そもそも「政治」を扱う「公民科」「政治・経済」といっ
た科目が、制度の知識習得に重点がおかれ、生徒にとっ
ては単なる「暗記科目」となっている側面もある。そ
のため、「現実政治と結びつかない形式的な制度の知識
を中心に教えられ、授業や学校の中で現実政治につい
て議論すること」21がなく、現実の政治と教室で学ぶ政
治が乖離しているという現状もある。
こうした現状だからこそ、「生の政治」「実際の選挙」
を扱う模擬選挙は大きな意義がある。しかし、「子ども
に政治のことが分かるのか」「政治は遊びではない」「そ
もそも模擬選挙は公職選挙法に触れる行為であり、た
とえ有権者ではない子どもであっても違法だ」といっ
た声が強いのも事実である。
また、「学校で模擬投票を実施する際の最大のハード
ル、管理職を説得することでしょう。教育の中立性とい
う点からも、投票に消極的もしくは否定的な態度をとる
人が多」22く、「教育現場では、教育の政治的公平性、中
立性を欠く恐れがあると、未成年模擬選挙の実施を躊躇
（ちゅうちょ）する自治体も多い」23。実際、中学校で準
備を進めていても直前になって教育委員会から実施中止
の通達が出されるなど、今もなお、「生の政治」を子ど
もから遠ざけようとする教育委員会は存在する24、25。
この背景には、1960年代後半、日米安保闘争に端を
発した高校紛争の広がりに伴い、生徒の政治活動を恐
れ、生徒会連絡組織を禁止し、文部省(当時)が高校生の
政治活動禁止の通達(1969/10/31，昭和44/10/31「高等
学校における政治的教養と政治的活動について」)を出
したことが挙げられる。このことにより、“生の政治”
を授業内で扱うことについて学校現場が慎重になって
いるのである。
3)　シティズンシップ教育への意識の高
まり
そうした中、第一次安倍内閣時代の教育再生会議(2006
年10月～ 2008年2月)で「主権者教育」としての模擬選
挙の実施が検討され、2013年4月に中央教育審議会に
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よって答申が出された「第2期教育振興基本計画(答申)」
(中教審第163号)において「未来の有権者たる子どもた
ちに、主権者として国や社会の問題を自分の問題とし
て意識し、自ら考え、自ら判断し、行動する力を育成
する実践的な取組を通じて、社会参画を促すとともに、
国会・社会の責任ある形成者としての自覚を育むこと
が求められる」と明記されるなど、実際の政治の現場
において、主権者を育てることについて関心が高まっ
ている。
また、総務省に設置された「常時啓発事業のあり方
等検討委員会」(2011年4月設置)が、子ども時代からの
社会参加や政治参加を通じてのシティズンシップ教育
の必要性を報告書に肯定的に明記したことや、主に有
権者を対象に選挙啓発活動を行っている公益財団法人
明るい選挙推進協会も模擬選挙に取り組むようになり、
平成25年度文部科学省予算(案)の「未来の主権者育成プ
ログラム」で『国政選挙や地方選挙と連動した模擬選
挙の実施』27が挙げられるなど、模擬選挙そのものが
市民権を得てきていると言える。神奈川県においては、
2010年の参院選からすべての県立高校で「シティズン
シップ」教育の一環として模擬選挙が行われるように
なり28、さらに2013年7月の参院選における模擬選挙で
は、初めて、文部科学省から名義後援を付与された。
このような、「未成年“模擬”選挙」に対する教育委
員会や文部科学省による評価は、これまで「未成年“模
擬”選挙」という“生の政治”を扱う教育の実施に苦
労してきた学校現場にとって追い風となったことは事
実で、シティズンシップ教育としての役割を期待され
るようになったと言える。そして、模擬選挙の実際の
現場を文部科学省(初等中等教育局)、教育委員会などの
管理職が視察することを通して、模擬選挙に対する更
なる理解を高めることにつながっている。
結論および今後の研究課題
以上のことから、「未成年”模擬”選挙」を通して
未来の有権者は、市民意識、主権者意識を高めており、
その効果は非常に高く、単なる「政治教育」という範
疇にとどまるものではなく、シティズンシップ教育と
しての大きな意義や役割を持つことが分かる。
政治意識や市民意識といったシティズンシップは、
おとなになってから突然高まるわけではなく、子ども
時代から自分が生活する地域の課題について考えたり、
市民活動に参加したりすることで醸成され、自覚が芽
生えていくのであり、そうした教育を積み重ねること
が大事なのである。
とはいえ模擬選挙は、目の前で困っている人のため
の緊急性がある取り組みではない。
しかし、電気や水道といった社会インフラのように、
あるのが当たり前で、かつ、災害などで止まってみて
始めてその必要性に気づくような、目立たないけど社
会を成り立たせていくためには必要な社会的な土壌を
つくる取り組みであると言える。
一人の人間として、一市民として、社会と向き合お
うとする時に、自分を前向きに、かつ、好ましい存在
として肯定的にとらえることができるかどうかは大き
な問題であろう。だからこそ、有権者となる前の10代(だ
けではなく、10代以前の0 ～ 9歳代からも)の頃から“市
民”としての意識を抱き、社会と関わっていくことは、
その人個人だけではなく、社会全体において大きな意
味を持つと考える。
そもそも、模擬選挙の対象は有権者ではなく子ども。
きっかけはなんであれ、いかにして子どもに選挙や政
治に興味関心を抱かせるかが重要なのである。
選挙で投票する際は子どもと一緒に投票所に向かい、
投票する姿を子どもに見せる。テレビに総理大臣が出
ていれば顔と名前くらいは一致するように話す。そう
した、たいしたことではなくても小さな積み重ねが、
子どもの時から政治を身近に感じるためには大切なこ
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とであり、シティズンシップを育む一歩となるであろう。
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